ほぼ週刊コラム　Partnership論　その１４２
シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
第十一回勉強会（年表項目７：1986年、PAL rule）の準備（１）：
共和党レーガン政権時代（1981-1989）にPassive Activity Loss ruleが制定された。

2015.05.21 rev.1 齋藤旬
年表前半の最後は1986年PAL rule。PAL ruleについては2年半前 コラム３１でも取り上げたので、そちらを読んでから今週号に取り組んで頂きたいが、ザッと言えばそれは：
PAL ruleでは投資所得は、三種類に分類される。portfolio所得、 passive activity（お金は出すが口は出さない投資行為）による所得、active activity（お金も口も出す投資行為）による所得の三種類に分類される。ここで、「passive activity lossは、passive activity gainとしか税務上損益通算出来ない」というルール。tax shelter abuseを防ぐ一つの手立て。
･･･というもの。
要は、安易なloss-makingとそのpass throughによる税務上損益通算は出来なくなった。口は出さないが金は出す、つまり汗をかかない投資行為（passive activity）で「損」をつくり、それを、税務所得額から差し引くことに「制限」が設けられた。即ち、passive activityでの損はpassive activityでの益としか損益通算できなくなった。

効果は、partnershipの費用対効果をcorporate並に引き上げたこと。（下グラフ参照）

partnershipが、赤字組織からcorporate並に黒字を出す組織になった。考えてみるとこれは当然だ。というのはPAL ruleは、partnershipへのpassive activityによる安易なloss-makingを制限したものであり、先週号で紹介した「ケインズの言うanimal spirit」という「合理的には説明できない不確定な心理」を要請したものではない。またcorporateは、別名「鉄の檻」ということからも解るとおり、合理性で構成される組織。これまた、「合理的には説明できない不確定な心理」を必要とするものではない。結局、PAL ruleが付加された段階のpartnership（の費用対効果）は、corporate並にはなってもそれを凌駕するまでにはならない。partnershipが本領を発揮しcorporateを凌駕していくのは1991年以降だ。

corporateを凌駕するには、1991年に冷戦が終結し、人々の意識に何か大きな変化が生まれるのを待たなければならなかった。先週の表現を使えば「animal spiritsの覚醒」といったものを待たなければならなかった。
別の言い方をすれば、この意識改革が「主因」であって、その他制度改革である1986年PALだとか1996年check the boxだとかは「誘因」ないし「副因」だろう。もし「意識変化」がものすごく強烈であれば、「誘因」「副因」は必要なかったかもしれない。コラム３１で、PAL ruleはホップ・ステップ・ジャンプの一つと持ち上げたが、最近の私はこの様に「意識改革」こそ不可欠と考えている。
You can take a horse to…の喩えで言うなら、もし馬がものすごくノドが乾いているなら、手綱を持つ人が水辺へ連れて行く必要なんて無い。そんなのお構いなし、一目散に、水辺に駆けだしていくだろう。脇目も振らず、水をガブガブ飲むだろう。手助けは必要ない。

元来、共和党政権が出してくるbusiness taxation関連の制度改革は、partnershipの本質を捉えていない、というかcorporate taxation偏重というか、そういうものが多い様に感じている。影の薄いPAL ruleは、共和党レーガン政権時代（1981-1989）のものだ。
米国大統領の権限は絶大だ。そもそも、日本にはlexはあってもiusはないといえるから比較にならないが、日本の首相と違って米国の大統領が発揮する影響力、即ち、lexづくり（legislation、数陳立法、国会立法）とiusづくり（law making）への影響力は絶大だ。その背景にあるのは、大統領が国会立法の最終承認権を持ち、更に、最高裁判事（9人、原則終身制）の指名権も持つという制度上の裏打ちだ。即ち、国会は、議員が議決してもその時の大統領が署名しない限りlex（法律）を作ることができないし、司法については、民主党ないし共和党からの歴代大統領の意向が強く反映された九人の最高裁判事がius（法）の最終的とりまとめを行っている。

共和党はcorporateシンパ。民主党はpartnershipシンパ。米国partnership税制の研究をかれこれ15年ほど行っているが、こういう認識を持つに至った。
即ち、大統領が民主党であるとき、(1) corporate税制の創設や強化[footnoteRef:1]、並びに、(2) 該corporate income taxを租税回避することができるpartnership税制の整備や強化、が行われた。また、大統領が共和党であるとき、(3) partnership税制が持つ、corporate income taxを租税回避する機能の弱体化や悪用防止強化、並びに、(4) corporate income taxの減税や二重課税緩和、が行われた。[footnoteRef:2] [1:   コラム１３６でも説明したがcorporate税制はcorporateにとって「無い方が嬉しい」制度だ。当然、partnership寄りの民主党が立法すべき法律だ。]  [2:  米国社会はコラム７１でも取り上げた様に典型的なDuo Sunt社会。即ち、国家と非国家とで構成される社会だ。また、corporateは国家に属しpartnershipは非国家に属すと言える。従って、共和党は国家親和性があり、民主党は非国家親和性があると言い換えることが出来る。] 


余談だが、最近Tea Party（茶会党）という新たな政党が米国では勢力を伸ばしていて共和党と行動を共にすることが多い。この茶会党の狙いはcorporate income taxの廃止。individual income taxの廃止まで要求する声は少ない。
corporate income tax廃止は、corporateにとっては好ましいがcorporatismにとっては単純に好ましいとは言えない。なぜならcorporatismとは国家とcorporateの二人三脚による経済運営。例えば「自動車メーカーからの税収で国家が道路整備すれば、自動車メーカーの利益が増加し税収が増え、更に国家による道路整備が進み自動車メーカーの利益が増える。すると更に税収が増え...」という相乗効果を生む経済運営のことであり、ここにおいてcorporate income taxは、国家とcorporatesとを二人三脚につなぎ合わせるロープであり、この様な相乗効果を生ずる上でとても重要だからだ。
共和党は19世紀末には単純に北部工業者（後のcorporate）シンパと言える政党だった。だから1894年のThe Revenue Actによるcorporate income tax導入には「反対」した。しかしその後、corporateというよりcorporatismのシンパに次第に変化した。この変化が進み、レーガン政権時代（1981-1989）には、国家の税制原則をSimple, Fair, NeutralからSimple, Fair, Pro-growthに変更し[footnoteRef:3]、共和党の考えがcorporatism、即ち、corporate income taxは経済成長(growth)政策の重要なツールだとするcorporatismに変わったことを鮮明にした。 [3:  ちなみにpartnership税制原則は、1954年のIRC Subchapter K発足以来、Simplicity, Flexibility, Equity as between the partnersを保っている。] 

従って現在の共和党にとっては、茶会党が要求するcorporate income tax廃止は、「すんなりとは」受け入れがたい要求だ。受け入れるには別途、国家とcorporatesとを二人三脚につなぎ合わせるロープを新たに考え出す必要がある。
しかしもう一方の民主党は、1894年にThe Revenue Actを制定してcorporate income taxを導入することに「賛成」だったし、現在も、主要な関心はpartnership税制整備でありcorporate income tax改革にはそれほど興味がない。
一見すると、corporate income tax廃止を受け入れる余地が、民主党より共和党の方にある様に見える。実際、現在、茶会党は共和党の友党という構図になっている。
しかし、ここが重要なのだが、この構図には変更の余地がある。民主党としては茶会党の取り込みを図る余地が十分にある。即ち、corporate income taxを嫌がる茶会党の人々に、「それなら貴方のcorporateをpartnershipに組織変更し、corporate income taxをtax shelteringなさってはいかがですか」と勧める。これで茶会党の少なくとも一部 --- 即ち、単純にcorporate income taxを嫌がっていて、corporatism（国家との二人三脚）を続けることに執着しない人々 --- を民主党は取り込むことが出来るだろう。
実はこの様な意見は、米国民主党系のWeb Siteをsurfingしていると時々見つける。2016年大統領選出馬予定の民主党ヒラリー・クリントンは、「課題は経済」と繰り返しているが、彼女の秘策は案外この様にして茶会党を取り込むことから始まるのかもしれない。
余談が長くなった。本題に戻る。

歴代大統領の時代のbusiness taxation政策を、年表などから幾つか拾う。先ほどの(1)(2)(3)(4)で分類してみよう。

代	政党	大統領				在任期間　　　　　
24	民主党	クリーブランド			1893 3月-1897 3月
25	共和党	マッキンリー			1897 3月-1901 9月
26	共和党	セオドア・ルーズベルト		1901 9月-1909 3月
27	共和党	タフト				1909 3月-1913 3月
28	民主党	ウィルソン			1913 3月-1921 3月
29	共和党	ハーディング			1921 3月-1923 8月
30	共和党	クーリッジ			1923 3月-1929 3月
31	共和党	フーヴァー			1929 3月-1933 3月
32	民主党	フランクリン・ルーズベルト	1933-1945 4月
33	民主党	トルーマン			1945 4月-1953
34	共和党	アイゼンハワー			1953-1961
35	民主党	ケネディ			1961-1963 11月
36	民主党	ジョンソン			1963 11月-1969
37	共和党	ニクソン			1969-1974 8月 
38	共和党	フォード			1974 8月-1977
39	民主党	カーター			1977-1981
40	共和党	レーガン			1981-1989
41	共和党	ブッシュ・シニア		1989-1993
42	民主党	ビル・クリントン		1993-2001
43	共和党	ブッシュ・ジュニア		2001-2009
44	民主党	オバマ				2009-現在-

24代	民主党クリーブランド（1893 3月-1897 3月）：1894年、individual income taxとcorporate income taxを要請するThe Revenue Actが米国国会において成立。：(1)
背景：英国等欧州工業製品に関税をかけて米国北部工業を養成する時代が終わり、関税は二重に悪いものになった。即ち、工業製品価格の高止まりを生み、米国北部工業者達の暴利を生むだけの税制となった。新たに、米国北部工業者達の暴利を国家に還元する税制が必要となった。それが、corporate income tax。
北部工業者の立場を代弁する共和党を押さえて、国会においてcorporate income tax制度が成立した背景には、署名承認することが確実な民主党大統領クリーブランドの存在が大きかった。

28代　民主党ウィルソン（1913 3月-1921 3月）：1913年、16th Amendment：　ﾜｲｵﾐﾝｸﾞ州が憲法修正第十六条「所得税の賦課及び徴収」を批准。：(1)
これをもって4分の3以上の州が批准したことになり、憲法が修正された。国会が所得税を法制化できることになった。実際にindividual income taxとcorporate income taxとがスタートした。

32代	民主党フランクリン・ルーズベルト（1933-1945 4月）：
1935年、Morrissey判決：(1)　内容説明はコラム１３６の4頁から5頁参照方。
1935年、Gregry vs. Helvering判決においてeconomic substance doctrine確定：(2)
内容説明は、九州大学シンポジウム用PPTの11頁参照方。

34代	共和党アイゼンハワー（1953-1961）：1958年、IRC（内国歳入慣例）にSubchapter Sが新設された。：（4）
これによって形成されるS-corporateは、tax shelterのために使うことは出来ない。「tax shelterをしないならcash accountingしても良い」ということで、実質上、発生主義税務会計が強制される。しかし、corporate levelでのincome taxは課税されずshareholder levelでのみ課税される。即ち、会計自由ではないが、pass through課税ではある。

40代	共和党レーガン（1981-1989）：1986年、PAL rule：（3）
今週取り上げたPAL ruleは、(3)の内の「租税回避の悪用防止強化」に分類される。しかも「粗雑な」悪用防止だ。即ち、もしかしたら悪用（abuse）ではなくlawful useであるものも、排除ないしincentive loweringしてしまう危険がある。例えば、或る真っ当にcollectively specificな目的に賛同した投資者が、たまたま超多忙で「口は出さないがお金は出す」とする。この様なpassive activityのincentive loweringを引き起こす。その事業テーマから「損」が出た場合の税務上の損益通算が出来ないかもしれないからだ。
PAL ruleはいかにも共和党が考え出しそうなお粗末なpartnership税制政策だと言える。

･･･と、(1)から(4)まで出そろった所で、ちょうど今週の話題PALに達したので、これ以降を分類するのは読者にお任せしよう。

二年半前のコラム３１で結構ヨイショしたPAL ruleを、今週のコラム１４２ではケチョンケチョンにしてしまった。それは最近の私の意見が、「現在の日本にとっては、制度改革よりも意識改革が重要」と変わってきたからだ。
日本の惨状打開に関する私の意見は、研究期間15年の間に変遷した。「応急策・カンフル策もO.K.」→「応急策はダメ。根幹治療するしかない」→「制度改革は殆ど効果がない。人々の意識改革が不可欠。意識改革から始めて根幹治療するしかない」という様に変遷した。
PAL ruleは米国にとってはある程度有効だった。意識の下地、即ち、animal spiritsの下地が既に人々に十分にできていた米国にとっては、1991年の冷戦終結で人々の意識が「libertyからfreedomへ」一気に転換する準備運動の一つとして、意味はあったと思う。
PAL ruleを喩えるなら、それはプロ野球の試合でラッキーセブンを迎える前のチーム応援歌熱唱の様なものかもしれない。freedomの熱気で大きく膨らませたジェット風船の噴出口を押さえたまま応援歌熱唱。歌が終わると同時に、誰が指図するでもなく、皆が我先に噴出口を放し一斉にfreedomのジェット風船を飛ばす。こんな感じかもしれない。
しかし、日本にとってはPAL ruleの様な制度導入は意味がないだろう。意味がないどころか、誤解 --- あっ、なーんだ、partnershipもcorporateと同じく「合理的には説明できない不確定な心理」を必要とするものではないんだと勘違いする虞（おそれ）すらある。
日本は、PAL ruleの様な準備運動はやってはいけないと思う。animal spiritsの覚醒にとっては、かえって「逆効果」になるだけだろう。

おまけ：ケインズがanimal spiritsに言及した箇所の抽出。注目は赤字で示した部分：「もしanimal spiritsが衰え、人間本来の楽観が萎えしぼんで、数学的期待値に頼るほか我々に途がないとしたら、企業活動は色あせ、やがて死滅してしまうであろう。」
言い換えると、「animal spiritsの無い環境では企業活動は死滅する」ということになる。先週、私は「知性と霊性がバランスを保って向上しない限り、平和も経済的繁栄もあり得ない」という様なことを述べた。これと符合すると思う。では、お読み下さい。

ケインズ『雇用、利子および貨幣の一般理論』 間宮陽介訳（血気をanimal spiritsに置換）
第四編　投機誘因
[bookmark: _GoBack]第十二章　長期期待の状態
Ⅶ　animal spirits

投機による不安定性のほかにも、人間性の特質にもとづく不安定性、即ち、我々の積極的活動の大部分は、道徳的なものであれ、快楽的なものであれ、あるいは経済的なものであれ、とにかく数学的期待値のごときに依存するよりは、むしろ自ずと湧きあがる楽観に左右されるという事実に起因する不安定性がある。何日も経たなければ結果が出ないことでも積極的に為そうとする、その決意の恐らく大部分は、ひとえに、animal spiritsと呼ばれる、不活動よりは活動に駆り立てる人間本来の衝動の結果として行われるのであって、数量化された利得に数量化された確率を掛けた加重平均の結果として行われるのではない。企業が設立趣意書の口上に依ってたいてい動いている様に見えたとしても、それは表向きのことに過ぎない。たとえその口上が腹蔵のない誠実なものであったとしても、そうなのである。企業活動が将来利得の正確な計算にもとづくものでないのは、南極探検の場合と大差ない。こうして、もしanimal spiritsが衰え、人間本来の楽観が萎えしぼんで、数学的期待値に頼るほか我々に途がないとしたら、企業活動は色あせ、やがて死滅してしまうであろう。とはいえ、往時の利潤への〔過度の〕期待がいわれのないものであったと同様に、損失への〔過度の〕怖れも合理的な根拠を欠いているのであるが。

将来のはるか先まで見はるかす様な期待に依拠する企業活動は、社会全体に利益をもたらすと言ってさしつかえない。だが、個人の企業心が本領を発揮するのは合理的計算がanimal spiritsによって補完、支援され、その結果、開拓者をしばしば襲う、全てが水泡に帰すのではという想念が、ちょうど健康な人が死の想念を振り払う様に、振り払われる場合だけであることは、疑いもなく経験の教えるとおりである。

不況や景気不振が度を超して増幅されるだけではない、以上のことは、具合の悪いことに、経済的繁栄もまた平均的な実業家を利する政治的・社会的な風向きに過度に依存していることを意味している。労働党政府やニューディールに対する懸念があるいは企業活動を抑制することもあろう。だがそれは合理的計算の結果であるとは限らないし、政治的意図をもった陰謀のせいだとも言えない。単にそれは、いわれない楽観の微妙な均衡が覆った結果に過ぎないのである。だから我々が将来の投資動向を予測する場合には、投資を左右するのはもっぱら人々の理屈を超えた活動なのだと心得て、彼らの神経過敏やヒステリー、さらには胃の具合や天候に対する反応の様なものまで考慮しなくてはならない。

といっても、ここから、何事も非合理な心理のうねりに依存すると結論づけてはならない。それどころか、長期期待の状態はしばしば着実であり、そうでない場合にも、他の諸要因がそれを埋め合わせる働きをする。我々はただ以下のことを再確認しようとしているだけである。即ち、将来に影響を及ぼす人間の決意は、それが個人的な決意であれ、政治的・経済的な決意であれ、厳密な数学的期待値に依拠することはありえない。なぜならこのような計算を行うための根本原理は存在しないからである。もっといえば、車輪を回転させ続けるのは人間生得の活動衝動であって、我々の理性的自己は選択肢間でできるだけうまく選択を行い、可能な場合、計算を行うが、しかしそれも、その動機を尋ねてみると、気まぐれ、感情、あるいは偶然に行き当たるのがしばしばだということ、これである。

今週は以上。来週も請うご期待。
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Partnership（除く個人事業）	1980	1981	1982	1983	1984	1985	1986	1987	1988	1989	1990	1991	1992	1993	1994	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2.1905201704283461E-2	-1.7798903856551995E-3	-7.8429007267532668E-3	4.1848623399674979E-3	4.5013025686351082E-3	-1.6034535028219853E-3	-1.019537389045237E-2	1.7690618816957025E-2	3.4048217779447484E-2	3.0821497414622031E-2	2.9563614042534124E-2	3.1023723789060594E-2	4.4559033800411936E-2	5.3780283500362264E-2	6.343123772759629E-2	6.8337820328715396E-2	8.0730375259131293E-2	8.4029028541364348E-2	8.8420205458451015E-2	9.1114956981013087E-2	8.7085550833431821E-2	8.0559995829521086E-2	7.5204179385627123E-2	7.9985589031961166E-2	9.2993965763270403E-2	0.11485882401907624	0.12136894736189051	0.11717184271306876	7.7125764055093998E-2	Corporate	1980	1981	1982	1983	1984	1985	1986	1987	1988	1989	1990	1991	1992	1993	1994	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	4.2570813410805992E-2	3.2077598364083713E-2	2.2819274629071185E-2	2.7546359369017268E-2	3.1172907372246268E-2	3.0059852690780629E-2	3.2967173455541711E-2	3.6615783807845942E-2	4.4028082351615372E-2	3.911812141453231E-2	3.5806026496163934E-2	3.3459921731758331E-2	3.7200327758319073E-2	4.5179159759520471E-2	4.7279586617703775E-2	5.5432891394659595E-2	5.8498433967841997E-2	6.224821235018612E-2	5.2648909161295526E-2	5.3487279488328092E-2	4.8667935090021923E-2	2.8726506250955266E-2	2.6776850977043649E-2	3.8389147183060905E-2	5.2359104929897295E-2	8.9621471307770637E-2	8.2081393701108812E-2	7.3367452946335218E-2	3.4270145893875475E-2	
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